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Abstract: To carbon-neutralize the society, it is necessary to promote the use of electric vehicles (EVs). For avoiding 

problems caused by increasing EVs and removing obstacles to widespread them, spatially and temporally simulating 

the usage of EVs is effective. In this study, human movement is simulated based on Point-Type Floating Population 

Data provided by AGOOP Corp., then charging demand and CO2 emissions is estimated supposing all the vehicles 

were electrized. Finally, we analyzed the temporal and regional characteristics of charging demand and compared 

current CO2 emissions and increasing CO2 emissions from power generation due to charging electricity demand. 
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１． はじめに 

 現在、脱炭素化を目的として電気自動車（EV）

の普及目標が世界各国で掲げられている。この目

標を達成して脱炭素化を実現するには、EV 普及

後の社会のシミュレーションを行って EV 普及に

伴って生じる電力の不足や配電能力の不足とい

った問題を予測するとともにCO2排出削減効果を

定量化する必要がある。 

Zhang ら 1)はスマートフォンに搭載されている

GPS 機能を利用するアプリから取得された個人

の移動履歴である NTT ドコモ社が提供する混雑

統計を用いて EV の利用推計を行い、各車両に必

要なバッテリー容量を明らかにした。このような

位置情報データを用いることで交通センサスを

はじめとしたアンケートに基づく調査と異なり、

詳細な移動経路や移動速度を考慮し、発着地の性

質も考慮した EV の利用推計が可能になる。 

 本研究では、同様の手法を用いて発着地の情報

を元に自動車を家庭用車両と業務・営業用車両に

分類し、後者については車種による違いも考慮す

ることでより詳細に充電需要を推計すること、お

よびその結果を元に現在のCO2排出と充電電力に

よる CO2排出を比較することを目的とする。 

 

２． 研究手法 

 ポイント型流動人口データはスマートフォン

のアプリから収集した位置情報ログを中心とす

るデータである。本研究においては近畿地方の 2

府 4県に居住するユーザーのデータを用いて近畿

地方における EV の充電需要を推計した。この過

程を図 1に示す。 

 まず、ポイント型流動人口データに含まれる各

ユーザーの行動を推定した。行動推定では、最初

にログを移動と滞在に分類したうえで、ポイント

型流動人口データに含まれる移動速度や進行方

向などのデータや GISデータ、目視確認して作成

多教師データによる機械学習などによって各滞

在ログを「自宅への滞在」「職場への滞在」「そ

の他の滞在」、移動ログを「家庭用自動車での移

動」「業務・営業用自動車での移動」「徒歩移動」

「鉄道移動」に分類した。「業務・営業用自動車

での移動」については国土交通省の道路交通セン

サス調査 2)の結果を用いて車種の分類を行った。 

 次に、行動推計結果に基づいて各ユーザーの

EV 利用スケジュールを作成し、各時刻における

充電需要を積み上げた。家庭用車両については自

宅、業務・営業用車両については職場に戻った時

刻から充電が行われるものとし、走行時の電費は

普通車では 7 km/kWh、大型車では 2km/kWh、充

電電力は普通車では 3kW、大型車では 50kWとし

た。この結果を市区町村ごとに合計し、市区町村

内に登録されている自動車の台数に基づいて拡

大を行うことで近畿地方全域の EV 充電需要を推

計した。 

 

３． 結果と考察 

近畿地方全体での時刻別充電需要推計結果を

図 2に示す。業務・営業用車両の誤算範囲は車種

割り当ての違いによるものである。充電のピーク

は午後 8 時前後で、近畿全体で約 2GW あった。

図 1 研究手法 



図 2 近畿地方全体の時刻別の充電需要 

また、業務・営業用車両で午前 9時頃にみられた

小さいピークは、深夜に移動している貨物車など

によるものと考えられる。市区町村別の需要推計

結果を図 3に示す。家庭用車両の需要は大阪市南

部など人口密度の高い市区町村で最も高く、業

務・営業用車両では門真市や京都市南区など都市

近郊で最も需要が大きい結果となった。後者につ

いては、運送業の拠点が多数立地していることな

どが需要増大の要因であると考えられる。 

この結果を元に電動化前後でCO2排出量を比較し

た結果を図 4 に示す。電動化前の排出量は、2 節

で推計した自動車走行距離に環境省が公表して

いる運輸部門（自動車）CO2 排出量推計データ 3)

に含まれる車種ごとの CO2排出係数を乗じ、年間

排出量に換算したものである。電動化後の排出量

には、関西電力の 2020年度の基礎排出係数 4)を用

いた。電動化によって CO2排出量が 73%減少する

結果となった。 

 

 
図 4 電動化前後での CO2排出量比較 

図 3 市区町村別の単位面積あたり需要 kWh/m2/day(左：家庭用車両、中：業務・営業用車両、右：合計） 
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